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第1章 都市計画決定権者の名称 

都市計画決定権者の名称： さいたま市（さいたま市長 清水 勇人） 

主たる事務所の所在地： 埼玉県さいたま市浦和区常盤 6丁目 4番 4号 
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第2章 対象事業の目的及び概要 

2.1 対象事業の名称及び種類 

2.1.1 名称 

さいたま市新サーマルエネルギーセンター整備事業（以下、「本事業」という。） 

 

2.1.2 種類 

対象事業の種類： 廃棄物処理施設の建設 

（さいたま市環境影響評価条例施行規則 別表第１ 第６号の項 第1号の廃棄物の

処理及び清掃に関する法律 第 8条 第 1項に規定するごみ処理施設の建設） 

 

対象事業の該当区域： Ｂ地域脚注 

           自然環境への配慮が特に求められる地域に近接または隣接している区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
脚注 地域の特性に応じて秩序ある開発を誘導するために、建設に係る既成制度と環境を重視するさいたま市環境影響評

価条例とが連携して、適正に開発を誘導していくことが重要であることから、さいたま市においては以下の 4つの地域に

分類している。 

Ａ地域（生活環境に配慮が求められる地域）：既に市街地を形成している区域及び概ね 10 年以内に優先的かつ計画的に

市街化を図るべき地域 

Ｂ地域（Ａ地域、Ｃ地域の緩衝的な地域） ：自然環境への配慮が特に求められる地域に近接または隣接している区域 

Ｃ地域（自然環境に配慮が求められる地域）：自然環境が豊かで、それに対する配慮が特に求められており、市街化や

開発が厳しく規制されている地域 

特別の地域（市街化を特に優先すべき地域）：一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の地区 

 



3 

2.2 対象事業の目的 

2.2.1 さいたま市の廃棄物処理の現状と将来 

(1) 人口と世帯の動向 

さいたま市（以下、「本市」とする。）の人口及びごみ排出量の推移は、図 2.1-1 に示すとおり

である。 

本市の人口は平成 25 年 10 月現在で約 125 万人であり、過去 5年間で約 4万 1千人の増加 

（約 3%増）となっている。 

一方、世帯数については、平成 25 年 10 月現在で約 54 万 2 千世帯であり、過去 5年間で約 3万

2 千世帯の増加（約 6%増）となっているが、単身世帯の増加などに伴い、１世帯平均人員は減少

傾向にあることが伺える。 

なお、本市が行った将来人口予測では、今後 10 年間はほぼ横ばいの推移となることが予測され

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-1 人口・世帯数の推移状況（現状と将来） 

実績：総人口（＝住基人口＋外国人登録者数）（各年 10 月 1日現在） 

出典：さいたま市政策局による推計 
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(2) ごみ排出量の現状 

 1) 排出量 

近年、本市のごみ排出量は、本市のごみ減量に向けた取組や、市民・事業者の努力の成果とし

て、家庭系ごみ、事業系ごみがそれぞれ減少傾向にある。特に、事業系ごみについては、平成 18

年度から平成 23 年度までに約 21％減と大きく減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-2 ごみ排出量の推移（現状） 

出典：「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」（さいたま市）を基に作成 

 2) 市民 1人 1日あたりの排出量 

図 2.1-2 の排出量を 1人 1日あたりの排出量に換算すると、以下のとおりとなる。 

平成 18 年度（1,112g/人・日）から平成 23 年度（948g/人・日）にかけて 164g/人・日減少して

いる。その内訳としては、家庭系が 88g/人・日、事業系が 76g/人・日減少しており、平成 23 年

度では家庭系が 708g/人・日、事業系が 240g/人・日となっている。 

また、全国の政令市における平成 23年度実績を比較したものが図 2.1-3のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-3 市民 1人 1日あたりの排出量の推移 

出典：「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」（さいたま市）を基に作成 
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図 2.1-4 全国の政令指定都市の市民 1人 1日あたりの排出量の推移 

出典：平成 23 年度一般廃棄物処理実態調査（環境省）を基に算出 

 

 3) ごみ処理量の現状 

本市のごみの処理・処分量は、近年、焼却量、破砕量、再生利用量及び最終処分量がそれぞれ

減少傾向にある。特に、最終処分量については、焼却灰の資源化の推進等により、平成 18 年度か

ら 23 年度までに約 30％減と大きく減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-5 処理・処分量の推移（現状） 

出典：「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」（さいたま市）を基に作成 
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(3) ごみ処理体制 

本市では、一般家庭から排出されるごみについては、もえるごみ・もえないごみ・資源物（１・

２類）・有害危険ごみ・粗大ごみ等の６分別を基本として収集・処理している。 

また、会社・商店等事業活動に伴って排出される事業系ごみは、全て事業者責任による処理と

しており、市の処理施設に対しては、有料での自己搬入または収集運搬許可業者による搬入に限

定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」（さいたま市） 

図 2.2-6 さいたま市のごみ処理フロー（現状） 

 

 

本市から発生するもえるごみは、表 2.2-1 に示す市内 5 つの焼却施設において焼却処理してい

る。これらのうち、平成 25 年 3 月現在において、クリーンセンター大崎第一工場は稼働開始から

34 年、東部環境センターは 28 年、岩槻環境センターは 26 年が経過しており、施設の老朽化が進

んでいる。 

また、焼却施設から発生する焼却灰や、もえないごみの破砕処理残さ等は、市内や市外の最終

処分場で埋立処分しており、市内最終処分場の残余容量は、平成 24 年度末現在、環境広場で 22,325

㎥、うらわフェニックスで 84,521 ㎥となっている。 
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表 2.2-1 さいたま市のごみ処理施設 

処 理 施 設 名 能力 竣 工 
平成 25 年 3月 

現在の経過年数 

熱回収設備

の有無 

破 砕 

１ クリーンセンター大崎 第一工場 50t/5h 昭和 57 年 ７月
平成 19 年 10 月 

以降休止 
 

２ クリーンセンター大崎 第二工場 50t/5h 平成 8 年  3 月 17 年  

３ 東部環境センター 75t/5h 昭和 59 年 11 月 28 年  

４ 西部環境センター 75t/5h 平成 5 年  2 月 20 年  

５ 岩槻環境センター 30t/5h 平成 12 年 3 月 13 年  

焼 却 

１ クリーンセンター大崎 第一工場 300t/24h
昭和 53 年 9 月

昭和 57 年 10 月

34 年 

30 年 
無 

２ クリーンセンター大崎 第二工場 450t/24h 平成 8年 3 月 17 年 有 

３ 東部環境センター 300t/24h 昭和 59 年 ７月 28 年 有 

４ 西部環境センター 300t/24h 平成 5 年 2 月 20 年 有 

５ 岩槻環境センター 130t/24h 昭和 62 年 3 月 26 年 無 

灰溶融 ４ 西部環境センター 75t/24h 平成 5 年 2 月 20 年  

資源化 

６ 東部リサイクルセンター 46.5t/5h 平成 5 年 4 月 19 年  

７ 鈴谷清掃工場 6.7t/5h 昭和 59 年 11 月 28 年  

５ 岩槻環境センター 23t/5h 平成 12 年 3 月 13 年  

最終処分 
８ うらわフェニックス 372,700m3 昭和 63 年 5 月 24 年  

９ 環境広場 208,100m3 平成 8 年 1 月 17 年  

出典：「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」（さいたま市）を基に作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」（さいたま市） 

図 2.2-7 さいたま市のごみ処理施設配置状） 
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2.2.2 資源循環型廃棄物処理システムの確立を実現するための施策 

(1) 基本方針 

「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」において、資源循環型廃棄物処理システムの確立を

実現するため、「ごみの適正処理の推進」及び「適正な施設整備」の 2 つの基本方針が掲げられてい

る。このうち、「適正な施設整備」の内容は以下に示すとおりである。 

現在、市内には 5 焼却施設が整備されていますが、クリーンセンター大崎第一工場、岩槻

環境センターの 2 施設は効率的な熱回収の機能を持っていません。また、この２施設と東部

環境センターを含めた 3 施設は老朽化が進んでいるとともに、市内東側に施設が偏在してい

る状態です。 

そのため、中期的には、平成 27 年度に開設する新クリーンセンターを含め、南北方向に鉄

道の主要幹線が位置する本市の特性を勘案し、今後はごみ発生量と地理的なバランスを考慮

した施設配置と、効率的な処理・処分及び熱回収を目指し、市内を４ブロックに分割し、4

ブロック 4施設体制で収集運搬・処理を行います。 

各ブロックから生じたごみは、ブロック内の処理施設に搬入して処理することを原則とし

ます。また、都心部から生じたごみは、各ブロックでの処理を基本としますが、施設や運搬

経路の混雑状況等により、柔軟に対応します。 

さらに、長期的には稼動後 27 年が経過し老朽化が進んでいる東部環境センターの更新計画

を検討するとともに、施設の再編成を進め、効率性、経済性に優れた 4 ブロック 3 施設体制

の構築に向けた検討を進めていきます。 

出典：「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」（さいたま市） 

 

(2) 新サーマルエネルギーセンターの整備計画 

「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」では、この基本方針に基づき、以下の様な新サーマ

ルエネルギーセンターの整備計画が示されている。計画のロードマップは図 2.2-8 に示すとおりであ

る。 

現行の 5 施設のうち、3 施設（クリーンセンター大崎第一工場、東部環境センター、岩槻環境セ

ンター）の老朽化が進んでいることから、クリーンセンター大崎第一工場、岩槻環境センターの代

替施設として、現在、新クリーンセンターの整備を進めており、平成 27 年度からの稼動を予定し

ています。 

この新クリーンセンターの稼動に伴い、4ブロック 4施設体制の構築が完了することとなります。

しかし、長期的には、東部環境センターが平成 25 年 3 月現在で稼動後 28 年が経過していること

や、西部環境センターも稼働後 20 年が経過していることを踏まえ、施設の再編成を行い、効率性

や経済性に優れた 4ブロック 3施設体制の構築に向けた検討を行う必要があります。こうした施設

の集約により、施設の建設費や年間運営費を削減することができ、その財政資源を他の市民サービ

スへ振り分けることができます。 

新サーマルエネルギーセンターの整備（東部環境センター更新）にあたっては、焼却処理時に発

生するエネルギーの有効活用を図るべく、サーマルリサイクルの機能を付属し、最終処分量の抑制

を図るため、焼却残さの資源化について検討します。 

出典：「第 3次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」（さいたま市）を基に作成 
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2.3 対象事業の実施区域 

本事業の実施区域（以下「事業実施区域」という。）は、さいたま市見沼区大字膝子 626 番地 1 外

を予定している。事業実施区域周辺は、主に農地、住宅地等となっている。本市の都市計画区域区分

によると市街化調整区域に区分されており、さいたま市環境影響評価技術指針に基づく地域区分では

B地域にあたる。 

事業実施区域の位置及び現況は図 2.3-1 及び写真 2.3-1 に、都市計画の状況は図 2.3-2 に示すとお

りである。 

また、図 2.3-3 に示すとおり、事業実施区域内には東部環境センター及び東部リサイクルセンター

が立地しており、新サーマルエネルギーセンターの整備とあわせて実施する解体撤去についても、調

査、予測、評価を行う。 
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図 2.3-1 事業実施区域の位置図 
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写真 2.3-1 対象事業実施区域周辺の航空写真 

（平成 25 年 1 月撮影 さいたま市） 
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図 2.3-2 都市計画の状況 

出典：「さいたま市都市計画図」 

（平成 25 年 3 月 1日 さいたま市）
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図 2.3-3 事業実施区域の現況図 
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2.4 対象事業の規模 

本事業の規模は表 2.4-1 に示すとおりである。 

 

表 2.4-1 本事業の規模 

項目 内容 

敷地面積 約 46,000ｍ2 

処理方式 ストーカ焼却、ストーカ焼却＋灰溶融炉、ガス化溶融炉のいずれか 

処理能力 約 400t/日 

主な建築物 新サーマルエネルギーセンター（高効率ごみ発電施設、マテリアル

リサイクル推進施設、余熱体験施設） 

工事着手予定年度 平成 29 年度 

供用開始予定年度 平成 33 年度 

 

2.5 対象事業の実施期間 

本事業に係る工事及び工程の概要は表 2.5-1 に示すとおりであり、本事業は平成 29 年度から実施

設計、土木・建築工事、プラント工事の順で進め、平成 33 年度に供用開始を予定している。 

また、本事業と並行して行う事業（東部環境センター、東部リサイクルセンターの解体撤去工事）

の工程も表 2.5-1 に示すとおりである。 

 

表 2.5-1 事業工程表

年度

項目

 解体工事

 プラント工事

 土木・建築工事

5．既存施設解体工事

平成34年度平成33年度

1．事業実施設計

平成32年度平成30年度平成29年度 平成31年度

建
設
工
事
関
連

 土木・建築工事

2．高効率ごみ発電施設建設工事

 プラント工事

 土木・建築工事

3．マテリアルリサイクル推進施設建設工事

4．余熱体験施設建設工事

 試運転

 試運転

実施設計（高効率ごみ発電施設工事
　　　　　　　マテリアルリサイクル推進施設工事

　　　　　　　余熱体験施設工事
　　　　　　　既存施設解体工事）
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2.6 対象事業の実施方法 

2.6.1 対象事業の整備手法 

本事業の整備手法は、公設公営方式または、公共と民間とが共同して公共サービスを効率的かつ効

果的に提供する事業化手法（ＰＰＰ方式）を想定している。 

そのため、計画施設のうち、高効率ごみ発電施設の処理方式（炉形式）は、平成 25 年 10 月現在で

は確定しておらず、事業化手法が決定し、事業者が確定した後、あるいは事業化手法によっては事業

者決定後、ストーカ焼却、ストーカ焼却＋灰溶融炉方式あるいはガス化溶融方式のいずれかから選定

する。 

なお、環境影響評価は異なる処理方式を勘案した上で最も環境負荷の大きい条件での予測及び評価

を実施する。 

 

2.6.2 対象事業の概要 

本事業の対象となる施設の高効率ごみ発電施設・マテリアルリサイクル推進施設・余熱体験施設、

及び本事業で解体撤去をする既存施設の東部環境センター・東部リサイクルセンターの概要は、表

2.6-1～表 2.6-5 に示すとおりである。また、計画施設の配置計画図は図 2.6-5 に示す通りである。 

 

(1) 新サーマルエネルギーセンター（高効率ごみ発電施設、マテリアルリサイクル推進施設、余熱

体験施設）の概要 

 

表 2.6-1 高効率ごみ発電施設の概要 

■ 高効率ごみ発電施設 

概要 ・対象廃棄物：もえるごみ、マテリアルリサイクル推進施設からの可燃性残さ、

破砕可燃物、破砕不燃物、磁性物残さ、アルミ残さ、し尿処理残

さ、可燃性粗大ごみ 

・処理方式候補 ：焼却施設（ストーカ式）  

焼却施設（ストーカ式）＋灰溶融施設（電気式） 

焼却施設（ストーカ式）＋灰溶融施設（燃料式） 

ガス化溶融施設（シャフト式） 

ガス化溶融施設（流動床式） 

・処理能力 ：約 400 t/日 

各処理方式において想定される処理フローは図 2.6-1 に示すとおりであ

る。 

・稼働日数・時間：280 日/年、1日 24 時間稼働 

・建屋高さ ：最大 40m（煙突：59m） 
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図 2.6-1(1) 高効率ごみ発電施設の想定処理フロー（焼却施設：ストーカ式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6-1(2)  高効率ごみ発電施設の想定処理フロー 

（焼却施設：ストーカ式+灰溶融施設：電気式、焼却施設：ストーカ式＋灰溶融施設：燃料式） 

焼却残さ  焼却残さ
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可燃性粗大ごみ
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資源化
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埋立処分
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（電気式、燃料式）

他施設から
の
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溶融飛灰　  スラグ

　

もえるごみ
マテリアルリサイクル推進施設からの可燃性残さ

他施設からの処理残さ
破砕可燃物
破砕不燃物
磁性物残さ
アルミ残さ

し尿処理残さ
可燃性粗大ごみ

他施設から
の

処理残さ

埋立処分
資源化

（路盤材等）

ガス化溶融施設
（シャフト式、流動床

式）

 

図 2.6-1(3) 高効率ごみ発電施設の想定処理フロー 

（ガス化溶融施設：シャフト式、ガス化溶融施設：流動床式） 

 

表 2.6-2 マテリアルリサイクル推進施設の概要 

■マテリアルリサイクル推進施設 

①破砕選別

施設 

・対象廃棄物：もえないごみ（粗大ごみ含む） 

・処理能力 ：約 57t /日 

想定される処理フローは図 2.6-2 に示すとおりである。 

・稼働日数・時間：（250 日/年、1日 5時間） 

②資源化・選

別処理施設 

・対象廃棄物：びん・缶・有害危険ごみ 

・処理能力 ：びん 約 19t/日 

       缶  約 8t/日 

       ※有害危険ごみについては密封保管後、専門のリ

サイクル業者へ搬送する。 

 想定される処理フローは図2.6-3,図2.6-4に示すとおりである。 

・稼働日数・時間：250 日/年、1日 5時間 
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注）※の施設の詳細な設備については事業者の選定後に決定する。 

図 2.6-2 破砕処理施設の想定処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

注）※の施設の詳細な設備については事業者の選定後に決定する。 

図 2.6-3 資源化・選別処理施設の想定処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6-4 有害危険ごみの想定処理フロー 

 

表 2.6-3 余熱体験施設の概要 

■余熱体験施設 

概要 ・施設内容：余熱体験施設として、焼却処理により発生する余熱を有効活用

した施設を整備する。 

・利用人数規模：約 900 人 
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蛍光管 
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スプレー缶 

不燃ごみ（粗大ごみ含む） 
破砕設備※ 

破砕可燃物   

破砕不燃物 

磁性物残さ 

アルミ残さ 

＜搬出物＞ ＜対象廃棄物＞ 
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(2) 解体対象施設（東部環境センター、東部リサイクルセンター）の概要 

 

表 2.6-4 東部環境センターの概要 

■東部環境センター 

①ごみ処理

施設 

・対象廃棄物：もえるごみ、リサイクルセンターからの可燃性残さ、

破砕施設からの破砕可燃物、破砕施設からの破砕不燃

物、磁性物残さ、アルミ残さ、し尿処理残さ 

・敷地面積：41,185m2(粗大ごみ処理施設含む) 

・処理方式：ストーカ式 3 炉 

・処理能力：300t/日 

・主な設備： 供給受入設備（ごみピット 3,000m3）、排ガス処理設

備、排水処理設備、余熱利用設備、通風設備、灰出し設

備、計装制御設備等 

②粗大ごみ

処理施設 

・対象廃棄物：粗大ごみ、不燃ごみ 

・処理能力：75t/日 

・主な設備： 供給受入設備（ごみピット 800m3）、破砕設備、選別

設備、貯留設備、集じん設備、給排水設備、計装制御設

備等 

 

表 2.6-5 東部リサイクルセンターの概要 

■東部リサイクルセンター 

概要 ・処理対象物：缶類、びん類、ペットボトル、その他プラスチック類 

・敷地面積：9,300m2(東部環境センター敷地に含む) 

・処理能力：46.5t/日 

・主な設備：破砕機、磁選機、選別コンベア、圧縮機等 

 




